






























































































































































































































































び，Masayuki Tanimoto“From peasant economy to urban agglomeration：the transformation of‘labour-intensive indus-
trialization’in modern Japan”（Gareth Austin and Kaoru Sugihara eds. Labour-intensive Industrialization in Historical
Perspective, Routledge, forthcoming）を参照されたい。






(15) 戦間期の京都西陣の女性労働に注目したタマラ・Ｋ・ハレブン（Tamara K. Hareven）の論稿（「家族労働に及
ぼす技術・経済的変化の影響」『思想』768号，1988年，The Silk Weavers of Kyoto：Family and Work in a









































































































































































































































































































































































































(31) その成果の一端は，Masayuki Tanimoto“The role of housework in everyday life：another aspect of consumption in
modern Japan”（Janet Hunter and Penelope Francks eds. The Historical Consumer：Consumption and Everyday Life in





れが市場からの財購入の増大をもたらし，「消費社会」の誕生を促したとされる（Jan de Vries, The Industrious
Revolution：Consumer Behavior and the Household Economy, 1650 to the Present, Cambridge University Press,
2008）。



























































































































































































































































































































15－19歳　 20－24歳　25－29歳　 30－34歳　 35－39歳　 40－44歳　 45－49歳　 50－54歳　 
図５　世帯主の類型別平均世帯所得（1965年） 
出所）厚生省大臣官房統計調査部編『昭和40年 国民生活実態調査報告』。 
年平均世帯所得（円） 
1,200,000 
1,000,000 
800,000 
600,000 
400,000 
200,000 
0 
 
そ
の
他
の
世
帯
 
農
家
・
専
業
世
帯
 
 
農
家
・
常
用
勤
労
者
の
い
る
兼
業
世
帯
 
 
農
家
・
そ
の
他
の
兼
業
世
帯
 
 
非
農
自
営
業
世
帯
・
雇
人
あ
り
 
 
非
農
自
営
業
世
帯
・
雇
人
な
し
  
常
用
勤
労
者
・
雇
用
者
規
模
30
人
未
満
 
 
常
用
勤
労
者
・
雇
用
者
規
模
30
人
～
99
9人
  
常
用
勤
労
者
・
雇
用
者
規
模
1,0
00
人
以
上
ま
た
は
官
公
庁
 
 
日
雇
労
働
者
世
帯
 
（世帯内の最多所得者の従業上の地位による） 
(39) 戦後高度成長期における世帯類型の多様性を，自営業世帯の存在にも言及しつつ論じた最近の成果として，橋
本健二編著『家族と格差の戦後史―1960年代日本のリアリティ』（青弓社，2010年）がある。
表５によれば，1965年においても，30歳以降の女性有業者の就業の場の過半を占めていたのは
雇用労働ではなかった。自営業主＋家族従業者数は25－29歳で雇用労働者とほぼ同数となり，そ
れ以降，35－39歳の130万人台まで年齢とともに増大している。量的に大きいのは農家の家族従
業者であったが，非農業の家族従業者も，年齢によってその三分の一から二分の一の人数に上って
いた。
図５によれば，非農自営業世帯（世帯主の従業上の地位で区分）の平均世帯所得は，「雇用人あ
り」が100万円を超え，図の中で最も多く，「雇用人なし」でも中規模企業労働者（雇用規模30－
999人）とほとんど変らない。第２節でみたように，小経営にも数人の雇用労働力が含まれること
を想起すれば，非農業小経営の所得獲得力は，典型的な新中間層（雇用規模1,000人以上または官
公庁の常用勤労者）に劣らない水準を確保することも稀ではなかったといえる。年齢別有配偶率を
示した図６は，これら自営業主において，戦前期と同じく早期の世帯形成志向を備えていたことを
明示し，依然として女性家族労働力が重要な経営資源として位置づけられていたことを窺わせてい
る。実際，表６によれば，有配偶女性で最も労働力率が高いのが農林漁業世帯で，それに次ぐのが
非農林漁業の自営業世帯であった。1965年には雇用労働世帯の倍近い労働力率を示していたので
ある（40）。
これら，自営業世帯の女性の労働時間は，雇用労働に比して多様であった。雇用労働では週間労
働時間が43－48時間に集中しているのに対して，家族従業者は70時間を越える非常な長時間労働
から，34時間以下の従事者まで，それぞれのカテゴリーが10－20％を占めていた（41）。世帯人員数
も，農家が１人程度多く，雇用労働世帯に比して自営業世帯は，人員数でやや上回っていた（42）。
これらの自営業世帯および女性労働に関するデータは，都市「小経営」の有り様が，第２節で論じ
た戦前期のそれと基本的に連続していることを示しているといえよう。大きく異なるのは家事使用
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表６　有配偶女性の労働力率（夫の「従業上の地位」別） 
農林漁業 
 
出所）総理府統計局編『世帯および家族：国勢調査特別集計結果』（1970年刊行） 
（％） 
夫の従業上の地位 
家族従業者 
44.9 
52.2 
63.3 
 
60.2
自営業主 
41.9 
44.9 
60.5 
 
55.6
雇用者 
25.1 
29.5 
33.9 
 
24.1
計 
30.1 
33.6 
39.6 
 
30.4
計 
79.6 
81.0 
83.0 
 
56.3
計 
46.5 
46.6 
48.1 
 
30.3
妻の労働力率 
1955　　全国 
1960　　全国 
1965　　全国 
 
1965　　東京 
非農林漁業 
(40) 年次を下るに従って労働力率が上昇していることも興味深いが，ここでは立ち入った議論をする準備はない。
宮下さおり・木本喜美子「女性労働者の1960年代：『働き続ける』ことと『家庭』のせめぎあい」（大門正克・
大槻奈巳ほか編『高度成長の時代１ 復興と離陸』大月書店，2010年）は，同様の指標から，1960年代におけ
る女性の雇用労働化を指摘し，その要因を論じている。
(41) 総理府統計局編『昭和40年就業構造基本調査報告』。
(42) 厚生省大臣官房統計調査部編『昭和40年国民生活実態調査報告』。
人数で，1965年の全国家事使用人数30万人余は，1930年代の約半数となっていた（43）。ここに，
戦後における家事労働の変容を窺うことができるが，その内実については，今後の検討課題であ
る。
おわりに
本稿冒頭でも述べたように，1920年において女性の過半は，農村はもとより都市においても，
「小経営」世帯に含まれていた。それら「小経営」世帯の大きな特徴は，世帯主の営む事業への生
産労働と，徒弟を含む世帯員の再生産を図る家事労働の双方が，家族員たる女性（およびその代替
としての家事使用人）によって組み合わされ，担われていたことである。農家の場合，ここに織
物・畳表製造といった，副業形態での現金収入の稼得機会も加わった。このような多様な領域への
労働力の支出は，小経営の特徴に根ざしていたと考えられる。小経営で発生する生産労働需要は，
その小規模性故に，必ずしも一人分の労働力に割り切れるものではない。世帯再生産に必要な再生
産労働（家事労働）も，不定型性を随伴している。女性労働は，このような労働需要に柔軟に対応
する，小経営の存立と再生産に不可欠な存在として位置付けられていた。それは，生産労働と再生
産労働の，明確な性別分業の構造を備える単一稼ぎ手世帯ではなかったし，女性の生産労働が世帯
主の営む事業へ支出される点で，労働者世帯における多就業とも，様相を異にしていたのである。
このような小経営世帯の所得水準は，場合によっては新中間層の単一稼ぎ手世帯に並び，就業条
件を加味すれば，多就業労働者世帯を上回ることが多かった。このことは小経営世帯が，経済発展
に取り残された，守旧的な世帯形態とはいえないことを示唆している。実際，農家がその経営の継
承を希求したことは，戦前期の農家数および農家人口の一定性から窺われる事であるし（44），都市に
おいても，加齢に伴う雇用労働から小経営主への，恒常的な地位変更の動きが指摘されている（45）。
すなわち小経営世帯は，「自律的家族」として市場経済の進展に主体的に対応する存在であり，少
なくとも，breadwinner化が可能な「新中間層」や「大企業熟練労働者」たり得ない者にとって，現
実に目標となりうる就業の形態であった。近代日本において小経営世帯は，固有の生成・存続の論
理を備える，就業形態における一つのモデルたりえていたといえよう（46）。
このことは，近代日本の女性労働史を考える上で，小経営世帯に固有の問題を明示的に議論する
ことの必要性を示唆している。前述のように，小経営世帯において世帯内の女性は，生産と再生産
の双方を担う存在であり，その位置付けは，労働者多就業世帯とも，また，単一稼ぎ手世帯とも異
なるものであった。それがひとつのモデルたりえていたとすれば，近代日本における女性に対する
24 大原社会問題研究所雑誌　№635・636／2011.9・10
(43) 総理府統計局編『（各年）国勢調査報告』による。
(44) 並木正吉「農家人口の戦後10年」（『農業総合研究』第９巻第４号，1955年），逸見謙三「農業人口の固定性」
（東畑精一・大川一司編『日本の経済と農業―成長分析』上巻，岩波書店，1956年）などを参照。
(45) 谷本雅之，前掲「近代日本の都市『小経営』」，14-26頁。
(46) 自営業就業を，一つの雇用モデルとして位置づける議論に，野村正實『雇用不安』（岩波書店，1998年），第
３章がある。ただし，そこで扱われているのは主に第２次世界大戦後の日本経済であり，自営業モデルと対比さ
れるのは，大企業モデルおよび中小企業モデルである。
社会的・経済的な規制の方向が，「雇用労働」世帯を基盤とするそれとは，必ずしも同一ではなか
った可能性を孕むことになる。
たとえば本稿で仮説的に指摘したように，小経営では家事労働の多寡が世帯の消費水準に直結し
ていた可能性がある。これを家事労働投入との結びつきが強い消費生活のあり方（家事労働集約的
消費パターン）とするならば，そのパターンは，農家や都市小経営世帯が，複数の女性家族労働力
を抱え，そこでの分業によって世帯当家事時間を確保していたことに支えられていた。逆に，小経
営では一定水準の家事労働の投入が可能であったが故に，家事労働を集約的に用いる消費生活のパ
ターンが歴史的に形成・定着することが可能となったともいえる。この労働と消費のパターンは，
女性労働の場が家業従事から雇用労働へと転換した農家においても継続していたようである（47）。
さらに，消費生活には「慣性」が強く働くことを想起すれば，そこで形成された消費パターンが，
新たに勃興する都市新中間層―そこでは家族構成も労働のあり方も変化している―に持ち込まれた
とすることも，非現実的な想定ではないように思われる（48）。そうであるとすれば，戦後日本の単
一稼ぎ手世帯における家事労働の特質を，本来は複数女性に担われていた家事需要を，単一の成人
女性（専業主婦）の責任としたことに求められるかもしれない。
もっとも本稿の論証内容から，この消費生活と家事労働の関係をめぐる経路依存性を主張するこ
とは，飛躍に過ぎるであろう。しかしながら，戦後日本で一般化する単一稼ぎ手世帯モデルを，小
経営モデルの否定の上に新たに導入されたものとする通説的理解の妥当性もまた，必ずしも自明な
ものではないと考えられる。少なくとも，戦前期，都市上中層に形成されたとされる単一稼ぎ手世
帯の文化的・イデオロギー的な浸透力は，相対化される必要があろう。本稿が，女性労働史の視角
からも，改めて小経営世帯の歴史的意義を検討していく手がかりとなることを願いたい。
（たにもと・まさゆき　東京大学大学院経済学研究科教授）
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(47) 倉敷伸子「近代家族規範受容の重層性―専業農家経営解体期の女性就業と主婦・母親役割」（『年報・日本現代
史』第12号，現代史料出版，2007年）は，1960年代の香川県大川郡の農家において，農家世帯主の「妻」が，
家事を世帯主の母等に委ねつつ，農村立地の工場でフルタイムでの勤務を行うことが一般化していたことを報告
している。
(48) 品田知美は，2000年頃のイギリス，オランダ，日本の時間利用調査を比較検討し，「日本女性は職の有無や子
供の年齢にかかわらずオランダ・イギリス女性よりも毎日１時間程度も長く台所で過ごしている」事実を見出し
ている。男性の投入時間を加味すれば，世帯単位での時間の差は縮まるが，それでも日本の世帯が「食事の管理」
に相対的に長い時間を掛けていることは確かであった（品田知美『家事と家族の日常生活―主婦はなぜ暇になら
なかったのか』学文社，2007年，88-89頁）。
